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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 大 井 厚 博
問合せ先責任者 役 職 名 経 理 部 長
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決 算 取 締 役 会 開 催 日 平 成 18年  5月 18日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 無
配 当 支 払 開 始 予 定 日 平 成 18年  6月 30日 定 時 株 主 総 会 開 催 日 平 成 18年  6月 29日
単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元 1,000株）

1. 18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期       24,257    △0.4       1,587   △27.0       1,469   △26.7

17年 3月期       24,361     8.2       2,174    97.1       2,005   134.0

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期          765   △24.1         11.04－      6.0     3.7     6.1

17年 3月期        1,008   168.1         14.54－      8.4     5.3     8.2

(注 )1.期中平均株式数 18年 3月期     69,338,780株 17年 3月期     69,361,234株
2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 3月期           5.00－           5.00         346    45.3     2.6

17年 3月期           5.00－           5.00         346    34.4     2.8

(注 )18年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 3月期       40,729      13,169     32.3         189.95

17年 3月期       39,583      12,562     31.7         181.15

(注 )1.期末発行済株式数 18年 3月期     69,329,592株 17年 3月期     69,348,135株
2.期末自己株式数 18年 3月期        112,446株         93,903株17年 3月期

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       13,000         800         400－ － －

通 期       27,000       2,000       1,000－           5.00          5.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          14円 42銭

※ 上 記 の 予 想 は 、 本 資 料 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 お よ び 見 通 し に 基 づ き 作 成 し た も の で あ
り 、 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
（ 金 額 の 表 示 ： 百 万 円 未 満 切 捨 ）
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（1）貸 借 対 照 表 　(単位：百万円)

増　減
金　　額 構成比 金　　額 構成比

％ ％
Ⅰ 15,162 37.2 16,605 42.0 1,442  △  
1 3,369 4,275 906  △    
2 2,060 2,143 83  △     
3 5,057 5,625 568  △    
4 3,574 2,975 599
5 202 294 91  △     
6 930 1,323 392  △    

32  △     33  △     1

Ⅱ 25,566 62.8 22,977 58.0 2,588

1 18,525 45.5 16,546 41.8 1,979

建 物 5,143 4,411 732

機 械 及 び 装 置 6,470 4,480 1,990

土 地 4,901 4,871 29

建 設 仮 勘 定 595 1,408 81  △    

そ の 他 1,414 1,375 38

2 1,134 2.8 1,084 2.7 50

3 5,906 14.5 5,346 13.5 559

投 資 有 価 証 券 3,641 3,049 591

繰 延 税 金 資 産 54 56 2  △     

そ の 他 2,238 2,262 23  △     

貸 倒 引 当 金 28  △     21  △     7  △     

40,729 100.0 39,583 100.0 1,145

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

固 定 資 産

売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

前　　　　期
(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)

科    目

(資産の部)

期    別 当　　　　期

(4)

(5)

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

(1)

(2)

(3)

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

(1)

(2)

(3)
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　(単位：百万円)

増　減
金　　額 構成比 金　　額 構成比

％ ％
Ⅰ 16,710 41.0 18,588 47.0 1,878  △  
1 1,797 1,777 20
2 2,268 2,367 98  △     
3 9,702 9,887 185  △    
4 118 932 813  △    
5 393 426 33  △     
6 632 882 249  △    
7 1,797 2,314 517  △    

Ⅱ 10,849 26.7 8,432 21.3 2,417

1 8,366 6,168 2,197

2 1,249 1,014 235

3 258 258 －

4 963 990 26  △     

5 10 －

27,560 67.7 27,021 68.3 539

Ⅰ 6,230 15.3 6,230 15.7 －

Ⅱ 3,516 8.6 3,516 8.9 0

1 3,516 3,516 －

2 0 －

自 己 株 式 処 分 差 益 0 － 0

Ⅲ 2,734 6.7 2,315 5.8 419

1 447 447 －

2 903 557 345

3 1,383 1,310 73

Ⅳ 714 1.8 519 1.3 195

Ⅴ 27  △     △ 0.1 19  △     △ 0.0 7  △     

13,169 32.3 12,562 31.7 606

40,729 100.0 39,583 100.0 1,145

設 備 支 払 手 形

長 期 借 入 金

そ の 他

負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

預 り 保 証 金

固 定 負 債

預 り 敷 金

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

期    別 当　　　　期 前　　　　期

賞 与 引 当 金

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)

短 期 借 入 金

科    目
(負債の部)

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

(資本の部)

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

任 意 積 立 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

(1)

そ の他有価証券評価差額金

当 期 未 処 分 利 益

負 債 ・ 資 本 合 計

自 己 株 式

資 本 合 計

10

0
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（2）損 益 計 算 書 　(単位：百万円)

　自 平成17年4月 1日 　自 平成16年4月 1日

金　　額 百分比 金　　額 百分比
％ ％

Ⅰ 24,257 100.0 24,361 100.0 103  △    
Ⅱ 17,721 73.1 17,163 70.5 557

6,535 26.9 7,197 29.5 661  △    

Ⅲ 4,948 20.4 5,023 20.6 74  △     

1,587 6.5 2,174 8.9 587  △    

Ⅳ 257 1.1 194 0.8 63

1 32 19 1

2 85 59 2

3 44 －

4 32 3   △     

5 63 80 1  △     

Ⅴ 375 1.5 363 1.5 12

1 249 268 19  △     

2 126 94 31

1,469 6.1 2,005 8.2 535  △    

Ⅵ 376 1.6 1,358 5.6 982  △    

1 214 97 116

2 162 － 162

3 － 1,019 1,019  △  

4 － 156 156  △    

5 － 8   △     

Ⅶ 545 2.3 1,512 6.2 966  △    

1 167 161 6

2 162 32 129

3 105 － 105

4 68 －

5 － 321 321  △    

6 － 108 108  △    

7 － 274 274  △    

8 － 162 162  △    

9 － 7   △     

10 － 116 116  △    

11 － 89 89  △     

12 42 166 123  △    

1,299 5.4 1,851 7.6 551  △    

574 2.4 1,030 4.2 456  △    

40  △     △ 0.2 187  △    △ 0.7 147

765 3.2 1,008 4.1 242  △    

618 301 316

1,383 1,310 73

固 定 資 産 圧 縮 損

投 資 有 価 証 券 売 却 益

減 損 損 失

た な 卸 資 産 処 分 損

特 別 利 益

収 用 等 に 伴 う 補 償 金

固 定 資 産 売 却 益

支 払 利 息

経 常 利 益

国 庫 等 補 助 金

営 業 利 益

受 取 地 代 家 賃

そ の 他

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他

受 取 配 当 金

為 替 差 益

増　減

役 員 退 職 慰 労 金

売 上 原 価

固定資産圧縮特別勘定戻入額

特 別 損 失

休 止 鉱 山 鉱 害 対 策 費 用

　至 平成18年3月31日

売 上 総 利 益

営 業 外 費 用

前　　　　期

　至 平成17年3月31日

科    目

売 上 高

期    別 当　　　　期

前 期 繰 越 利 益

固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定繰 入額

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

固 定 資 産 除 却 損

従 業 員 割 増 退 職 金

事 業 廃 止 損 失

そ の 他

収用等に伴う固定資産除却損等

販 売 用 不 動 産 評 価 損

2

6

44

4 2

7

4 84

68

9 79
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  （3）利 益 処 分 案 　　(単位:百万円)

当 期 未 処 分 利 益

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額

計

これを次のとおり処分いたします。

株 主 配 当 金

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

600 400

470 618

346 346
(1株につき5円) (1株につき5円)

1,417 1,364

0 9

32 44

1,383 1,310

当    期 前    期

(平成18年3月期) (平成17年3月期)
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重要な会計方針 
 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

満期保有目的の債券････････････償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式･･移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの････････････決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 
時価のないもの････････････移動平均法による原価法 

 

（２）たな卸資産 

製品・半製品・仕掛品････････移動平均法による原価法 

（ただし、機械関係は個別原価法） 

原材料・貯蔵品･･････････････移動平均法による原価法  

商品（販売用土地）･･････････個別原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産･････････････････定額法 
ただし、三本木工場基板研磨加工設備第三、第四及び第五工場棟（建物を除く）は定率法 
また、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建    物     ２０～３９年 
機械及び装置      ７～１２年 

 

（２）無形固定資産･････････････････定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法 
 

3. 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 
 

（２）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額

を計上している。 
 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。 
なお、会計基準変更時差異については、１５年による按分額を費用処理している。数理計

算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してい

る。 
 
 
 

4. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
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5. 重要なヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法 

借入金の金利について金利スワップを、外貨建貸付金について通貨スワップを実施してい

る。金利スワップについては特例処理の要件を満たしているので特例処理をしている。ま

た通貨スワップについては振当処理の要件を満たしているので振当処理をしている。 

 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

<ヘッジ手段>   <ヘッジ対象>  

金利スワップ  借入金 

通貨スワップ  外貨建貸付金 

 

（３）ヘッジ方針 

金利リスクの低減並びに金融収支改善のため対象債務の範囲内で、また為替変動リスクの

低減のため対象債権の範囲内でヘッジを行っている。 

 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては特例処理の要件を満たしており、また通貨スワップについては振

当処理の要件を満たしているのでヘッジの有効性の判定は省略している。 
 

6. 消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっている。 
 

 

重要な会計方針の変更 
 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第 6号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用している。これにより、税

引前当期純利益は 105 百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除

している。 
 

追加情報 
  平成１６年６月２９日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度を平成１５年６月２７日に遡

り廃止することを決議し、制度廃止日までの在任期間に対応する役員退職慰労金について、平成１７

年６月２９日開催の定時株主総会において、打ち切り支給の議案が決議された。 

なお、打ち切り支給額の未払分については、流動負債の「その他（45百万円）」及び固定負債の「そ
の他（10百万円）」として表示している。 
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注 記 事 項

（単位：百万円）

（貸借対照表関係）
当　　　　期 前　　　　期

1. 有形固定資産の減価償却累計額 23,950 22,415

2. 担保に供している資産

たな卸資産 88 88

有形固定資産 11,589 9,658

投資有価証券 222 451

3. 保証債務 1,262 239

（損益計算書関係）
減損損失

  当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上した。

　当社は、事業の種類を基礎とし、賃貸用資産及び遊休資産については個別にグルーピン

グしている。

　このうち、時価が下落した遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（105百万円）として、特別損失に計上した。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、時価につ

いては原則として不動産鑑定評価額に基づき算定している。

（リース取引関係）
ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略している。

（有価証券）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

（継続企業の前提）
該当事項はない。

（重要な後発事象）
該当事項はない。

場所 用途 種類 

岩手県宮古市 遊休資産 土地 

宮城県刈田郡 遊休資産 土地 
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　　別の内訳 　　別の内訳

繰延税金資産 百万円 繰延税金資産 百万円

　賞与引当金 159 　賞与引当金 173

　賞与引当金に係る法定福利費否認 23 　賞与引当金に係る法定福利費否認 24

　投資有価証券評価損否認 62 　貸倒引当金損金算入限度超過額 9

　退職給付引当金 508 　投資有価証券評価損否認 88

　未払事業税否認額 18 　退職給付引当金損金算入限度超過額 367

　販売用不動産評価損 111 　未払事業税否認額 81

　土地減損損失 43 　販売用不動産評価損 111

　その他 69   その他 49

繰延税金資産小計 997 繰延税金資産小計 905

評価性引当額 △ 204 評価性引当額 △ 132

繰延税金資産合計 792 繰延税金資産合計 772

繰延税金負債 繰延税金負債

　特別償却準備金 △　24 　特別償却準備金 △  46

　固定資産圧縮積立金 △  18 　固定資産圧縮積立金 △  18

　その他有価証券評価差額金 △ 492 　その他有価証券評価差額金 △ 356

繰延税金負債合計 △ 535 繰延税金負債合計 △ 422

繰延税金資産の純額 256 繰延税金資産の純額 350

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

％

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 　法定実効税率 40.69

　　負坦率との間の差異が法定実効税率の百分の五以 　 (調整)

　　下であるため注記を省略している。 　　交際費等永久に損金に算入されな

　　い項目 0.70

　　住民税均等割等 1.33

    税額控除 △ 3.24

    評価性引当額の増減 6.03

    その他 0.01

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.52

　　担率との差異原因の主な項目別内訳

前　　　　　　　　　　　期

（平成17年3月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

　　担率との差異原因の主な項目別内訳

(税効果会計関係)

当　　　　　　　　　　　期

（平成18年3月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
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  役員の異動    （平成１８年６月２９日付） 
 
（1）代表取締役の異動 
 
①退任予定代表取締役    代表取締役社長  大井厚博（相談役就任予定） 
              専務取締役・代表取締役  山田勝彦 
                
                    （注、大井厚博、山田勝彦は、取締役も退任予定） 
 
②新任代表取締役候補    代表取締役社長  柳萬雅德（現常務取締役経営企画室長） 
              常務取締役  森脇幸治（現取締役化成品事業部長） 
 
（２）その他役員の異動 
 
①新任取締役候補       取締役  川野芳則（現機械事業部次長兼建設機械営業部長）     
               取締役  下田幹夫（現大阪工場長） 
               取締役  庄司宇秀（現総務部長） 
 
②退任予定取締役      取締役  丹 信吾（監査役就任予定） 
              取締役  牛嶋邦昭 
 
③新任監査役候補      監査役  丹 信吾（現取締役機械事業部長） 
 
④退任予定監査役      監査役  柳内英夫 
 

以上 
 

 


